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【注】各サービスに該当する項目及び記載内容については、以下のとおり表示しています。 
   なお、特に記載のないものは、全サービス共通です。 
 
 訪介  →（介護予防）訪問介護 
 訪入  →（介護予防）訪問入浴介護 
 定期  →定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
 夜間  →夜間対応型訪問介護 
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① 実地指導での指摘事項にはどのようなものがあるか？ 
 

平成２８年度に実施した実地指導における指摘事項の概要をお示しします。 
 

１．運営規程及び重要事項説明書に関すること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．勤務体制の確保に関すること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）【訪介】平成27年4月報酬改定時の利用料金に係る同意の内容のうち、身体介護に引き

続き生活援助を行う場合の料金の記載が漏れている。 

 ☞ 利用料等の受領には、利用者又はその家族へ書面を交付の上、変更となる利用料金の説明

を行い、同意を得る必要があります。介護報酬の改定があった際には、必ず漏れなく改定後

の金額に変更されているか確認の上、利用者へ交付等を行ってください。 

（２）【入浴】運営規程の内容（サービスの利用に当たっての留意事項）に不十分な箇所がある。 

☞ 運営規程に定めるべき「サービスの利用に当たっての留意事項」の項目に、利用者が指

定（介護予防）訪問入浴介護の提供を受ける際に、利用者側が留意すべき事項（入浴前の

食事の摂取に関すること等）を記載してください。 

（１）事業所が作成する勤務表に、不十分な箇所がある。 

☞ 事業所ごとに月ごとの勤務予定表及び実績表を作成し、従業者については、日々の勤務

時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、兼務関係（障害福祉サービス事業等）、常勤換算後

の員数等を明確にしてください。管理者とサービス提供責任者又は訪問介護員との兼務は

「Ｂ」、サービス提供責任者と訪問介護員との兼務は「Ａ」又は「Ｃ」となります。（居宅

介護事業等との兼務は「Ｂ」又は「Ｄ」） 

 ただし、従業者が別事業所（併設の有料老人ホーム等）の職種と兼務している場合は、

法人として常勤で雇用されている従業者でも、勤務時間を区分した結果、当該事業では「非

常勤」扱いとなり、勤務形態は「C（非常勤専従）」又は「D（非常勤兼務）」となることに

留意してください。なお、人員基準上配置が必要とされている常勤サービス提供責任者は、

別事業所での勤務は出来ませんのでご留意ください。 

※『平成２８年度下関市介護保険サービス事業者集団指導《個別編》』資料Ｐ６～７も確認

してください。 

  

また、（介護予防）訪問入浴介護の勤務表においては、日々の勤務時間、職務の内容、

常勤・非常勤の別、兼務関係のほかにサービス提供責任者※である旨等を明確にしてくださ

い。 

※市条例第５４条第４号「サービスの提供の責任者」をいいます。 
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３．訪問介護計画（介護予防訪問介護計画を含む）の作成に関すること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．サービスの具体的取扱方針に関すること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）アセスメントを実施していない（又はその記録がない）。 

 ☞ アセスメントとは、サービス提供責任者が、訪問介護計画の作成に当たって利用者の状

況を把握・分析し、訪問介護の提供によって解決すべき問題状況を明らかにするものです。 

   訪問介護事業者は、介護支援専門員の行ったアセスメントに加え、訪問介護サービスを

提供する立場で必要な状況を把握するためにアセスメントを行う必要があります。また、

アセスメントを行った際には、必ず記録し、保管してください。特に、算定されているサ

ービス行為についてアセスメントが出来ていない事例も指摘事項として上がっています。

（例 ケアプラン原案には洗濯の必要性について記載されているが、訪問介護事業所が行

ったアセスメントにはＩＡＤＬの洗濯についての情報が記録されていない。） 

（１）【定期】定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画について、随時訪問サービスの具体的

内容が記載されていない事例が散見される。そのため、随時対応サービスで受ける利用者

からの通報において、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の随時訪問サービスで対応

すべき内容と、そうでない内容との区別が書面で確認できない。 

☞ 随時訪問サービスについても、その具体的内容等を記載すること。特に、貴事業所の利

用者は、実地指導日現在、全員が貴法人が運営する有料老人ホームやサービス付き高齢者

向け住宅であることから、介護保険給付適用となる随時訪問サービスの内容が明確に区別

できるよう記載すること。 

（２）緊急時等及び衛生管理等における対応マニュアルの内容の一部について、利用者が法人

が運営している有料老人ホーム入居者限定の場合のみのマニュアルとなっている。 

 ☞   現時点での利用者がすべて同法人が経営している事業所隣接の施設の入居者であって

も、その入居者のみを対象としているマニュアルでは十分ではないため、外部の利用者の

緊急時等及び衛生管理等にも速やかに対応できるよう、マニュアルを見直し、居宅での対

応フローを作成するなど、事業に合わせた内容に見直してください。 

（３）【定期】実際には提供しているサービスをサービスの提供の記録に記載していない事例

がある。聴取によると、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画上サービスとして提供し

ている安否確認のみの場合にはサービス提供の記録に書いていないとのことであった。 

  ☞ 介護給付の適正化の観点から、提供したサービスについては、漏れなく記載してくださ

い。 
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５．記録の整備に関すること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．人員に関すること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【介護給付費の算定】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【特定事業所加算・サービス提供体制強化加算】 

（１）訪問介護員等ごとの研修計画がほぼ同様の研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定

めた計画となっている。又は、個別の研修計画が策定されていない者がいる。 

☞ 全ての訪問介護員等について、個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を

定めた計画を策定してください。この訪問介護員等ごとの計画については、職責、経験年数、

勤続年数、所有資格及び本人の意向等に応じ、職員をグループ分けして作成することも差し

支えありません。なお、すべての訪問介護員等が概ね１年の間に１回以上、なんらかの研修

を実施できるよう策定してください。  

【特定事業所加算のみ】 

（２）緊急時等における対応可能時間が利用者に明示されていない。 

☞ 緊急時等の対応方針、緊急時の連絡先及び対応可能時間等を記載した文書を利用者に交付

し、説明を行ってください。なお、文書については、重要事項説明書等にその内容を明記す

ることをもって足ります。 

（１）【訪介】サービス提供責任者の員数は、前３月の利用者数の平均値によるが、それを容易

に確認できる資料が不十分である。 

☞ サービス提供責任者の必要な員数は、過去３か月の利用者数の平均から算出されます。適

切な人員配置を行うため、①毎月の利用者数、②①から算出された必要なサービス提供責

任者の員数について、記録・保管を行ってください。 

  なお、②必要なサービス提供責任者の員数については、３か月に１度ではなく、毎月算出

する必要があることに留意してください。 

（１）【定期・夜間】随時対応サービスにおいて、オペレーターがどのような通報を受け対応の

要否を判断したか記録がなかった。 

☞   随時対応サービスは、オペレーターが利用者の心身の状況を適切に把握し、適切なアセ

スメントの結果に基づき随時訪問サービスを提供すべきか等を判断するものであり、通報

内容に応じて通話による相談援助を行うのみの対応や医療機関への通報等を行う等の対応

となることも十分に想定されるものです。そのため、提供したサービスの内容のみならず、

通報内容や対応の要否の判断についても記録し、保管してください。 
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② サービス提供の算定の可否について 
 

身体介護・生活援助の区分については、「訪問介護におけるサービス行為ごと

の区分等について（平成１２年３月１７日 老計第１０号 最終改正；平成１

７年６月２９日）に示されていますが、事業者より特に生活援助のサービス提

供の算定可否について質問が多くありましたので、質問及び下関市の回答の一

部を掲載します。 

・身体介護・・・①利用者の身体に直接接触して行う介助、並びにそれに伴

う準備・記録、②利用者の日常生活動作能力（ＡＤＬ）や

意欲の向上のために利用者と共に行う自立支援のためのサ

ービス、③その他専門的知識・技術をもって行う利用者の

日常生活上・社会生活上のためのサービス、④社会福祉士

法及び介護福祉士法の規定に基づくたんの吸引等の業務 

【算定できないサービス】 

        リハビリ、マッサージ、医行為、薬の分包・日付入れ、話相手、代筆・代

読、利用者の見守り、趣味嗜好のための外出介助 等 

 

・生活援助・・・身体介護以外の訪問介護であって、掃除洗濯などの日常生

活の援助（利用者が単身、家族が障害・疾病などのため、

本人や家族が家事を行うことが困難な場合に行われるもの

に限る） 

【算定できないサービス】 

         直接本人の援助に該当しない行為（主として家族の利便に供する行為又は

家族が行うことが適当であると判断される行為）、日常生活の援助に該当

しない行為（訪問介護員が行わなくても日常生活を営むのに支障が生じな

いと判断される行為）、本人不在時に行った行為 

 

（１） 洗濯について  

 

Ｑ1  コインランドリーの使用は可能か？ 
Ａ1 コインランドリーの使用については、自宅に洗濯機がない等の自宅で洗

濯できない特段の事情がある場合を除いて認められません。 
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（２） 銀行での現金の振込みについて  

  

Ｑ1  振込みの代行は可能か？ 
Ａ1  振込み額ちょうどを預かって代行することも不可としています。買物代

行において金銭を預かる場合を除いて、訪問介護員等が利用者の金銭を

預かることは、金銭上のトラブルを引き起こしかねないため、認められ

ません。 
    なお、利用者が日常生活上必要な金銭管理のために金融機関を利用する

際の介助については、外出介助として介護保険での対応が可能です。 
 詳細は「訪問介護員等による金銭管理について（通知）」（平成２０年９

月１６日付下介第１３９２号）（資料２８ページ）を確認してください。 
 

（３） 買物について  

 

Ｑ１ 買物同行で普段買物を行う最寄りの店舗と別の店舗に行くことが可能

か？ 
Ａ１ 買物の援助においては、原則、居宅から最寄りの店舗で購入すべきで

すが、日用品の購入にあたって、居宅の最寄りではない別の店舗で購

入する以外、代替方法がない場合、社会通念上、買物の援助を行うの

に要する標準的な時間を超えない範囲での対応は可能と考えます。 
 
Ｑ２ 嗜好品の買物は可能か？ 
Ａ２ 嗜好品の買物を介護保険サービスにて行うことは原則不可ですが、日

常生活上必要な物品の買物と同時一体的に行うことができ、かつ算定

時間に変化がない場合であれば、差し支えありません。 
     嗜好品のみの買物については算定対象外であり、確認された場合は報

酬返還の対象となります。また、嗜好品中心の買物（買物の内容から

嗜好品を買うことが主たる目的と判断されるもの）についても今後は

避けてください。 
     なお、飲食物等において、嗜好品であると一概に判断できない物品に

ついては、利用者の生活の形態、その品物の必要性、及び社会通念を

総合的に判断し、嗜好品に該当するかどうか判断してください。 
 

※単に利用者が過去から購入していたという理由だけでは嗜好品に当

たらない理由にはなりません。 
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Ｑ３ クレジットカードや現金をチャージするカードを利用しての買物代行

が可能か？ 
Ａ３ クレジットカードは、本人以外が利用することはできません。 
   また、現金をチャージしておくカードについては、通常の買物に必要

な額を大きく上回る額が入金されているような場合でなければ、ヘル

パーが使用することが可能です。ただし、通常のおつり確認と同様に、

買物前・買物後のチャージ残額の確認をよく行ってください。 
 

（４） その他  

 

 Ｑ１ 宅配便や郵便物の受け取りが可能か？ 
（独居で自ら対応出来ない身体状況等の場合） 

Ａ１ 宅配便の受け取りのみを目的にしたサービス提供は算定できません。 
ただし、訪問介護員が訪問し、サービスを行っている時間帯の受け

取り等まで否定するものではありません。 
また、訪問介護員による開封及び郵便物の代読等は出来ませんが、

整理等して置いておく程度であれば問題ありません。 
 

 

サービスの提供の算定の可否については、平成２６年度の集団指導《個別編》

資料Ｐ７にも掲載していますのでこの機会にご一読ください。 

また、医行為に該当するか否かの判断についても、資料Ｐ２６～２７「医行

為に該当するか否かの判断にかかる取扱いについて（通知）」（平成２７年１１

月９日付け下介第１９５２号）に本市における取り扱いを掲載しておりますの

で厚労省通知「医師法第１７条、歯科医師法第１７条及び保健師助産師看護師

法第３１条の解釈について（通知）」と併せてご確認ください。 
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 ③ 訪問介護計画の作成等にあたっての留意すべきことは？ 
 
  例年実地指導で、訪問介護計画（介護予防訪問介護計画を含む。以下同じ。）

の未作成や必要な事項が記載されていない等の事例が多数見受けられます。        

特に留意していただきたい事項及び指導内容を掲載しますので、今一度、

貴事業所の訪問介護計画及び運営基準の点検をお願いいたします。 
  
１．訪問介護計画の（再）作成、交付について 

  指定訪問介護（介護予防訪問介護を含む。以下同じ。）とは、訪問介護計画

に基づき行うものです。サービスを提供するにあたっては、サービス提供責

任者がアセスメントを行い、訪問介護計画を作成し、利用者へ説明・交付し

なければなりません。 
 
【指摘事項】 

・訪問介護計画を作成していない事例が多数ある。 

・訪問介護計画の作成が確認できない事例が1件あった。 

・作成した訪問介護計画を交付していない事例が多数ある。 

【指導内容】 

☞指定訪問介護とは、訪問介護計画に基づき行うものであるため、作成されていないのであ

れば、運営基準違反である。 

また、作成していたとしても、作成した訪問介護計画については、その内容について利用

者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た上で、利用者に交付しなければならないた

め、上記手続を行っていないのであれば、同じく運営基準違反である。 

訪問介護計画は、援助の目標達成のための内容の明確化と介護給付の適正化の観点から、

必ず作成し、その内容について利用者又はその家族に説明し、利用者の同意を得た上で、

利用者に交付すること。また、その完結の日から2年間保存すること。 

なお、説明を受ける家族が遠方に居住する場合など、やむを得ず交付が遅れる場合は、サ

ービス提供前に利用者又は家族に説明を行い、口頭で同意を得るなどし、同意日等必要事

項を記録しておくこと。 

【指摘事項】 

・サービス提供責任者が、指定訪問介護の内容に変更がない場合は訪問介護計画の再作成

は必要ないと認識していたため、利用者の要介護（要支援）認定の更新や居宅介護（介護

予防）支援事業者の変更による居宅サービス計画（介護予防サービス計画を含む。以下同

じ）変更時に、訪問介護計画の再作成を行っていない事例がある。 

【指導内容】 

☞たとえ指定訪問介護の内容に変更がない場合であっても、居宅サービス計画の変更があ

った場合には、訪問介護計画の再作成を行うこと。 

 
  訪問介護計画は、居宅サービス計画が作成されている場合には、当該計画

の内容に沿って作成されなければなりません。 
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  また、居宅サービス計画に変更が生じる場合には利用者の状況に変化があ

るため、指定訪問介護の内容に変更がなくても計画を見直す必要があります。

よって、指定訪問介護の内容に変更がなくても、居宅サービス計画に変更（要

介護認定の更新によるものも含む。）があれば訪問介護計画の変更を行うこと

としてください。（ただし、居宅サービス計画が軽微な変更で対応された場合

は、訪問介護計画も軽微な変更で対応することは可能。）結果として、１の居

宅サービス計画につき１（以上）の訪問介護計画を作成することとなります。 
 
 
２．ケアプランとの整合性、訪問介護計画に沿った援助の実施について 

   既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿った訪問介
護計画を作成しなければなりません。また、サービスは訪問介護計画に基づい

て提供しなければなりません。 
 
【指摘事項】 

・居宅サービス計画に記載されているサービス内容との相違がある。または、居宅サービ

ス計画に位置付けられていないサービスを訪問介護計画に位置付け、提供している事例が

あった。 

・同一法人が運営する有料老人ホームに入居する利用者について、事業所の人員上の都合

により、居宅サービス計画に位置付けられた頻度のサービス提供を実施せず、代わりに当

該有料老人ホームの従業者が当該有料老人ホームのサービスの範囲内で対応していた事

例があった。 

・実際の援助内容が訪問介護計画に位置付けられている内容と異なる事例が散見された。 

【指導内容】 

☞訪問介護計画の内容は居宅サービス計画の内容と整合を図ること。 

☞利用者の状態の変化等により追加サービスが必要となった場合は、居宅介護支援事業者

（介護予防支援事業者）へ連絡を行う等、居宅サービス計画等の変更に係る援助を行う

こと。 

☞居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿った指定訪問介護を提供しな

ければならないため、居宅サービス計画に沿った指定訪問介護の提供が困難な場合には、

適当な他の訪問介護事業者等の紹介その他の必要な措置を講じること。 

  なお、介護保険サービスを用いる必要性がないのであれば、居宅サービス計画そのもの

の見直しに係る必要な援助を行うこと。 

☞指定訪問介護サービスは訪問介護計画に基づき提供されるものであり、報酬算定の根拠

であるため、訪問介護計画に基づいてサービスを提供すること。また、変更が生じた場

合は、速やかに変更し、利用者に説明、同意を得、交付すること。 
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３．訪問介護計画に必要な記載事項について 

  現在、下関市において、訪問介護計画書に記載が必要な内容は、次のとおり

です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   上記の必要事項の記載漏れの他、以下の事例も見受けられましたので、訪
問介護として提供するサービスについては漏れなく当該計画に記載するよう

に留意して下さい。 
 
【指摘事項】 

・訪問介護計画の内容に不十分な箇所がある。 

【指導内容】 

☞週 2回の生活援助を位置付けている事例において、援助の内容が各曜日で異なるのであ

れば、曜日ごとで内容及び所要時間を記載するか、または、いずれかの曜日にしか実施

しない援助内容についてその旨を記載し、各日の所要時間を正しく記載すること。 

☞必要時の援助として居宅サービス計画に位置付けられた援助についても内容と所要時間

を記載すること。 

 
 

 

 

 

 

 

 

・援助の方向性や目標 

・担当する訪問介護員等の氏名（※援助に入る者全員分） 

・提供するサービスの具体的内容 

・提供するサービスの具体的内容毎の所要時間（※「必要時」や「随時」のものについても

記載すること） 

・提供するサービスの日程 

・当該計画の期間（※介護予防訪問介護計画の場合のみ） 

・当該計画の作成者の氏名 

・当該計画の説明者の氏名 

・利用者に対し、当該計画について「説明」し、「同意」を得、「交付」を行ったことが確認で

きる文言 

・利用者の同意欄 

・代筆者の続柄欄（※代筆者欄を設ける場合のみ） 
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４．サービス提供の記録について 

  サービス提供の記録は、介護報酬の請求の根拠になるため、サービス提供

の記録の記載漏れ、紛失等により報酬の請求内容を証明できないと判断され

た場合には、過誤調整等を行う必要があります。 

 

【指摘事項】 

・サービスの提供記録の一部を同法人が保有する有料老人ホームの利用者宅で毎回記録

し、1冊分使い終えるまでは事業者控も含め当該記録を利用者宅に置いているため、現

在の利用者の最新分の保管がなかった。 

【指導内容】 

☞記録したサービスの提供記録の事業所控については、適正に事業所内で保管すること。

サービス提供記録等の紛失等が確認された場合、過誤調整を行うこと。なお、提供した

際に記録しなければならない内容は、①提供日②提供サービスの内容（提供した具体的

なサービスの内容、利用者の心身の状況等）③保険給付の額その他必要な事項となって

おり、保存年限は完結の日から2年となっています。 

 

 

５．その他 

  モニタリングの結果について、介護予防支援事業者に報告した場合は、報

告したことが書面でわかるよう、報告した旨（「平成○年○月○日FAX送信済」

等）を記載し、保管してください。なお、介護予防訪問介護において留意す

べき点については以下のとおりです。 

①介護予防訪問介護計画にサービスの提供期間を設定すること 

②サービス提供責任者が介護予防支援事業者にサービス提供状況等を少なくと

も月1度報告すること 

③上記①の提供期間内に少なくとも1回計画の実施状況の把握（モニタリング）

を行うこと。また、その結果を介護予防支援事業者に報告すること 

 

【指摘事項】 

・アセスメントを実施していない（又はその記録がない）。 

・介護予防訪問介護利用者に対するモニタリングを実施していない。 

【指導内容】 

☞訪問介護計画の作成に当たっては利用者の状況を把握・分析し、訪問介護の提供によっ

て解決すべき問題状況を明らかにすること。 

☞介護予防訪問介護計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少なく

とも 1回は、モニタリング（介護予防訪問介護計画の実施状況の把握）を行い、その結

果を記録し、当該記録を介護予防支援事業者に報告し、報告した旨を記録しておくこと。 
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④ 集合住宅減算について 
 

集合住宅減算の要件は、以下のとおりです。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

H27.4.1国Q＆Aのうち、市へ多く寄せられる質問を再掲します。 

 
【Ａ１】集合住宅減算については、利用者が減算対象となる建物に入居した日から退居し

た日までの間に受けたサービスについてのみ減算の対象となる。  
月の定額報酬であるサービスのうち、介護予防訪問介護費、夜間対応型訪問介護費（Ⅱ）

及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護費については、利用者が減算対象となる建物に居

住する月があるサービスに係る報酬（日割り計算が行われる場合は日割り後の額）につい

て減算の対象となる。  
なお、夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）の基本夜間対応型訪問介護費については減算の対象

とならない。  

【Ｑ１】月の途中に、集合住宅減算の適用を受ける建物に入居した又は当該建物から

退去した場合、月の全てのサービス提供部分が減算の対象となるのか。 

該当サービス 減算の内容 算定内容

訪問介護
訪問入浴介護
夜間対応型訪問介護

10％減算

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護
※算定内容は、右記
記載の①のみ

600単位/月
減算

①事業所と同一の敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物（養護老
人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向
け住宅に限る。）に居住する者
※事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物及び同一敷地内並びに隣接する
敷地（当該事業所と建物が道路等を挟んで設置している場合を含む。）にある建築
物のうち効率的なサービス提供が可能なもの。同一建物については、当該建築物
の管理、運営法人が介護事業者と異なる場合であっても該当する。（②も同じ。）
【該当する例】
・事業所と建物が渡り廊下等で繋がっている場合
・同一の敷地内もしくは隣接する敷地内の建物として、同一敷地内にある別棟の
建築物や幅員の狭い道路を挟んで隣接する場合
【該当しない例】
・同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合
・隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するた
めに迂回しなければならない場合

②上記以外の範囲に所在する建物（建物の定義は同上）に居住する者
（当該建物に居住する利用者の人数が1月あたり20人以上の場合）
※①に該当するもの以外で、建物に当該事業所の利用者が20人以上居住する場
合に該当する。同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利
用者数を合算するものではない。
この場合の利用者数は、1月間（歴月）の利用者数の平均であり、当該月における
1日ごとの該当する建物に居住する利用者数の合計を、当該月の日数で除して得
た値（小数点以下切り捨て）とする。
【該当しない例】
同一建物に、複数のサービス付き高齢者向け住宅として登録された住戸が点在す
るもの（サービス付き高齢者向け住宅として登録された住戸が特定の階層にまと
まっているものを除く。）であって、当該建物の総戸数のうち、サービス付き高齢者
向け住宅の登録戸数が5割に満たない場合。
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【Ａ３】算定月の実績で判断することとなる。 
 

 
【Ａ４】この場合の利用者数とは、当該指定訪問介護事業所とサービス提供契約のある利

用者のうち、該当する建物に居住する者の数をいう。（サービス提供契約はあるが、当該

月において、訪問介護費の算定がなかった者を除く。） 

 

 

【留意事項】 

集合住宅減算とは、事業所と有料老人ホーム等の位置関係により、効率的な

サービス提供が可能であることを適切に評価する趣旨であり、点在する外部利

用者に訪問する場合に比べ、事業所と同じ建物に居住する利用者に訪問する場

合には、訪問に係る交通費や移動時間等の手間が軽減されると想定されること

から、単位数の一定割合（１０パーセント）が減算適用となるものです。 

 

よって、有料老人ホーム等で事業所の実質的な機能を備えたまま、同一敷地

等でない場所に事業所事務所を確保し、その賃料等を事業者が負担しているこ

とを以って、当該減算の対象外となるものでありません。 

 

訪問の拠点となる、管理者やサービス提供責任者の主たる業務が行われてい

る事務所の所在地が有料老人ホーム等とは別の場所にある場合において、訪問

に係る時間や経費等の手間が生じている場合に、減算が適用されないものであ

ることに、十分注意してください。 

 

監査等により後日減算対象となる事例が発覚した場合、介護報酬返還等の対

象となりますので御注意ください。また、事業所が減算の対象となるかどうか

について疑義がある場合は、介護保険課事業者係へ御確認ください。 

  

【Ｑ３】「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」に該当するもの以外の集合住宅

に居住する利用者に対し訪問する場合、利用者が 1 月あたり 20 人以上の場合減算
の対象となるが、算定月の前月の実績で減算の有無を判断することとなるのか。 

【Ｑ４】「同一建物に居住する利用者が 1月あたり 20人以上である場合の利用者数」と
は、どのような者の数を指すのか。  
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⑤ 【訪介】勤務形態一覧表の作成方法・常勤換算の算出方法につ

いて 

 
 

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（２９年７月分）

勤務 第　１　週 … 第　４　週 常勤換

職　種 氏　名 1 2 3 4 5 6 … 23 24 25 26 27 28 ４　週　の 週平均の 算後の 備考
形態 日 月 火 火 水 木 … 日 月 火 水 木 金 合計時間数 勤務時間数 人　数

管理者 Ｂ 下関　一郎 4 4 4 4 4 … 4 4 4 4 4 80 20
○○有料老人ホーム施

設長兼務

サービス提供責任者

訪問介護員 Ａ 岩国　春子 8 8 8 8 8 … 8 8 8 8 8 160 40 介護福祉士

訪問介護員 Ａ 柳井　夏子 8 8 8 8 8 … 8 8 8 8 8 166 41.5 ヘルパー２級

訪問介護員 Ｃ 山口　雪 6 6 6 6 6 … 6 6 6 6 6 120 30 4.3 介護福祉士

サービス提供責任者

訪問介護員 Ｃ 周南　秋子 5 5 5 5 5 … 5 5 5 5 5 100 25 介護福祉士

訪問介護員 Ｃ 下松　花子 6 6 6 6 6 … 6 6 6 6 6 120 30 基礎研修課程修了者

訪問介護員 Ｃ 萩　冬子 2 2 2 2 2 … 2 2 2 2 2 40 10 ヘルパー２級

　　勤務形態の区分　　Ａ：常勤で専従　　Ｂ：常勤で兼務　　Ｃ非常勤で専従　　Ｄ：非常勤で兼務

「常勤換算後の人数」の算出方法の手順

①常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務日数、時間を確認

・１週あたりの勤務日数 5 日

・１週あたりの勤務時間 40時間

②常勤職員が勤務すべき4週（又は1月）の時間数を計算する。

※ここでは、4週で計算する。

4 週× 40時間 ＝ 160時間

③非常勤職員（ここでは、勤務形態一覧のＣの4人）の勤務時間を計算する。

＝ 380時間

④非常勤職員の勤務時数を常勤の時間数で割り、非常勤職員の常勤換算を算出する。

380時間　　／ 160時間 ＝ 2.3（少数点第2以下切り捨て）

⑤常勤職員と非常勤職員の常勤換算を合計する。

※管理者は併設の○○有料老人ホームの施設長のみ兼務であり、訪問介護員としての実働がないため常勤換算には含めない。

＝ 4.3

サービスの種類

事業所名 ○○訪問介護事業所

事業所において、当該月の日数の予定表及び実績表ともに作成し（ウ）や（オ）が分かるようにしておいてください。

訪問介護・介護予防訪問介護

120＋100＋120＋40

1＋1＋2.3

勤務時間数

(ｱ)人員基準上で求められてい
る従業者は全員記載すること。

(イ)勤務形態については、本資
料１ページも御参照ください。

(ウ)「４週の合計時間」又は「１ヶ
月の合計時間」か明記した上で
時間数を記載して下さい。

(オ)非常勤のサービス提供責任者は、
常勤の従業者の勤務すべき時間数の２
分の１以上に達している者に限ります。

(エ)常勤職員については、他の職務を
兼務していなければ、合計時間に関わ
らず常勤換算は「１」となります。

(カ)備考欄には、資格者証や兼
務の関係を記載して下さい。
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⑥ 【定期】出張所（サテライト事業所）の設置の緩和について 
 
 下関市では平成２５年６月１日以降に出張所（サテライト事業所）を設置す

る際の要件を定めておりますが、定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービス

については、新規事業者の参入及び既存の事業所の事業拡大の促進を図るため

一部設置要件を緩和しました。 

 

１．出張所（サテライト事業所）とは  

 事業所の指定は原則としてサービス提供の拠点ごとに行いますが、例外的に

サービス提供の効率化や訪問エリアを拡大することで地域や利用者のニーズへ

の対応の充実を図るために、一体的なサービス提供の単位として主たる事業所

に含めて指定され、主たる事業所の一体的管理のもとサービス提供拠点として

の機能を果たすもので、以下の要件を満たす必要があります。 

  

  ①利用申込みに係る調整、サービス提供状況の把握、職員に対する技術指

導等が一体的に行われること。 

  ②職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されること。必要な場合に

随時、主たる事業所や他の出張所等との間で相互支援が行える体制（例えば、

当該出張所等で従業者が急病等でサービスの提供ができなくなった場合に、

主たる事業所から急遽代替え要員を派遣できるような体制）にあること。 

  ③苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制にあること。 

  ④事業の目的や運営方針、営業日や営業時間、利用料等を定める同一の運

営規程が定められること。 

   ⑤人事、給与、福利厚生等の勤務条件等による職員管理が一元的に行われ

ること。 

 

２．出張所（サテライト事業所）を設置できる地域及び要件  

 ①離島振興地域      

 ②振興山村地域     ①～⑤の地域に該当し、かつ主たる事業所から自 

③特定農山村地域    動車等による移動に要する時間が片道おおむね２ 

④過疎地域       ０分の範囲とする。ただし、①の地域は、移動に            

 ⑤辺地         要する時間の要件を除く。 

 

※主たる事業所がこれらの地域に存在する必要がある、ということではありま
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せん。 

●定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスにおける例外措置（緩和によ

る変更点） 
 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、以下の要件に該当する場合、

２の①～⑤に定める地域に関わらず、出張所（サテライト事業所）を設置する

ことができる。 
なお、主たる事業所から自動車等による移動に要する時間は、片道おおむね

２０分の範囲（２の①の地域を除く）であること。 
 

 ・出張所（サテライト事業所）として届け出る場所が、住宅型有料老人ホー

ム等の集合住宅に設置されたコール機器の対応を行う区画であり、当該集

合住宅の入居者である利用者に対し、当該コール機器を用い、コール受付

けを行うこと。  
※有料老人ホームと同一建物になるため減算対象になります。 

 

３．事前相談  

 出張所（サテライト事業所）の設置申請については、人員体制や設備要件等

の確認が必要ですので、設置する月の１カ月以上前に介護保険課事業者係へご

相談下さい。 

４．提出部数及び提出期限  

 正本１部を介護保険課事業者係に提出して下さい。 

 なお、別途、申請者保管用として、副本１部を申請者で作成、保管しておい

て下さい。 

 提出期限は、出張所（サテライト事業所）を設置する月の前月の１５日です。 

５．その他  

 出張所（サテライト事業所）の名称については、主たる事業所の出張所（サ

テライト事業所）であることを明確にして下さい。 

 （例）○○定期巡回・随時対応型訪問介護看護ステーション ▲▲出張所 
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（参考）申請に必要な様式   

 

 様 式 名 留意事項 

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド 

指定事項等変更届（様式第８号）・・訪介 

変更届出書（様式第２号）・・定期・夜間 

変更年月日は出張所を設置する日

で原則月の初日 

事業所所在地以外の場所で事業の一部を実施する場

合の記載事項 

 （参考様式８－１）…訪介 

 （付表７－２）…定期 

 （付表１－２）…夜間 

 

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

 （参考様式５）…訪介 

（参考様式１）…定期・夜間 

事業所全体の一覧表で、どの従事

者が出張所（サテライト事業所）

で勤務するか明示したもの 

介護給付費の算定に係る体制等状況一覧表 

 （別紙１-１、１-３）・・・訪介 

（別紙１-３）・・・定期・夜間 

出張所（サテライト事業所）に係

るもの 

任 

意 

様 
式 

主たる事業所と出張所（サテライト事業所）が一体的

に運用されることがわかる書類 

事業所全体の組織図や連絡体制等

を示したもの 

運営規程 
出張所（サテライト事業所）に関

する記載を盛り込んだもの 

出張所（サテライト事業所）付近の案内図又は地図  

出張所（サテライト事業所）平面図 各室の用途を明示したもの 

出張所（サテライト事業所）の外観及び設備等の写真  

 

★上記の申請様式は下関市ホームページよりダウンロードできます。 

→事業者の方へ 

→保健・福祉 

→介護保険 

→介護保険サービス事業の申請様式等について（訪問通所系サービス） 

又は 

→介護保険サービス事業の申請様式等について（地域密着型サービス） 
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⑦ よくある質問・留意事項について 
 
（１）２時間未満の間隔で行われる指定訪問介護の範囲について【訪介】 

前回提供した指定訪問介護から２時間の間を置かず指定訪問介護を提供する

場合の取り扱いについては、以下のとおりとなっています。 

 

前回提供した指定訪問介護からおおむね２時間未満の間隔で指定訪問介護が行われた場合には、

それぞれの所要時間を合算するものとする（緊急時訪問介護加算を算定する場合を除く。）。 

 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉

用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の

留意事項について（平成12年3月1日老企第36号） 

 

ここでいう「前回提供した指定訪問介護」及び「指定訪問介護」とは、どち

らも身体介護及び生活援助のみを指し、通院等乗降介助は含まれません。 

したがって、通院等乗降介助と身体介護又は生活援助を２時間未満の間隔で

提供する場合には、それぞれの報酬を別に算定できます。（厚労省確認済） 

ただし、通院等乗降介助の前後に連続して、外出に直接関連する身体介護（移

動・移乗介助、身体整容・更衣介助、排泄介助等）を行う場合については、特

定の場合を除き、身体介護を算定できず、通院等乗降介助を算定する必要があ

るため、通院等乗降介助に連続して提供可能な内容につき、別途報酬を算定す

る目的で間隔を空けて提供することは不適正です。 

当該取り扱いの詳細については、平成２６年度集団指導≪個別編≫資料Ｐ８

～１０を再度確認のうえ、適正な運営をお願いいたします。 

 

（２）介護職員３人で入浴介助を行う場合について【訪入】 

介護職員３人で訪問入浴の提供に当たる場合は、入浴により当該利用者の身

体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合においては、主治医

の意見を確認した上で、看護職員に代えて介護職員を充てることができます。

確認に当たっては、意見書を得ることまでは求めませんが、利用者又は利用者

の承諾を得て当該事業者が、利用者の主治医に確認することとし、併せて次に

確認すべき時期についても確認してください。 
 なお、上記の利用者については、たとえ提供に当たる３人の職員のうち、看

護職員が含まれている場合であっても、９５％の単位を算定することになりま

す。 
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（３）別居親族へのサービス提供について 

別居親族による訪問介護サービスの提供について、明確な規定はありません

が、介護給付の適正化の観点から、下関市においては、特段の事情※がない限り、

基本的に望ましくない旨を指導しています（平成２７年度集団指導《個別編》

資料Ｐ２８～２９）。各事業所におかれましては、今後とも、担当訪問介護員等

の調整等適切な対応をお願いいたします。 
※「特段の事情」の例・・・下記２参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）早朝・夜間・深夜の訪問介護・緊急時訪問介護加算について【訪介】 

 平成２８年度集団指導《個別編》資料Ｐ１０～１１で、すでに詳細な説明を

しておりますが、実地指導での指摘・自主点検による過誤調整もありますので、

再度御確認ください。早朝・夜間・深夜の加算については、ケアプラン又は訪

問介護計画上事前の位置付けが要件となっており、緊急時訪問介護加算との併

算定はできません。よって、緊急で早朝等時間帯にサービス提供を行った場合

●別居親族によるサービス提供についての取扱い 
１．親族※に対する介護は本来当然に行われるべきものだと考えられること、また業務としての援

助と親族としての援助の線引きが難しいことから、別居親族である訪問介護員が提供せざるを得

ない特段の事情がない限り、当該訪問介護員による指定（介護予防）訪問介護サービスの提供は

行わないようにしてください。 
※「親族」の範囲は、6親等内の血族、配偶者、3親等内の姻族を言います。 
 また、遠戚であっても、日頃より頻繁に行き来がある場合は「親族」と同様とみなします。 
２．上記１の特段の事情とは、下記①又は②に限ります※。 
①利用者の認知症状等の心身状況により介護拒否がある等、当該訪問介護員でなければ必要なサー

ビスが提供できない介助上の理由が認められる場合 

②周辺に対応できる事業所がなく、シフト上、当該訪問介護員が援助を行うことがやむを得ない場合

等、地域性及び緊急性が認められる場合 

この場合、当該利用者が上記１の特段の事情を有する状態にあるか否かは、担当の介護支援専門

員等が判断してください。また、判断した理由については、サービス担当者会議の記録や居宅サ

ービス計画に記録してください。 
※利用者本人が希望している、事業所内の人員不足等の都合による等の理由は認められません。 
３．上記２により特段の事情があると判断された場合においても、１カ月～数カ月程度で設定し

た一定期間のうちに、別の訪問介護員（当該事業所の訪問介護員を含む。）に交代するよう検討に

努めてください。 
４．現在、上記①又は②以外の理由で、別居親族である訪問介護員がサービスを提供している事

例がある事業所においては、速やかに見直しをお願いいたします。 
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は、両加算の要件を確認し、要件を満たす加算について算定してください。 
 

（５）自費（介護保険外）サービスの提供を行う従業者の勤務時間について 

 介護保険サービスとは異なる事業として自費サービスの提供を行う時間につ

いては、当該従業者が勤務する指定訪問介護事業所における勤務時間に含める

ことはできません。 
 したがって、常勤を要件とする職種の者については、原則として自費サービ

スの提供に従事できないことに留意してください。 
 ただし、下記例のように、介護保険サービスの提供時にやむを得ず自費サー

ビスが発生するような場合に限り、勤務時間の区分を行わないことが可能です。 
 
（例１）訪問介護の通院介助中に介護保険適用外の時間（待ち合い時間等）が発生する場合 
（例２）夜間対応型訪問介護で随時訪問を行った際に、結果的に安否確認のみになった場合（初

めから安否確認目的で訪問する場合は非該当） 
 
 なお、介護保険サービスと自費サービスを分けて提供できる内容（例：掃除

＋草抜き）であれば、たとえ連続してサービスを行う場合であっても、勤務時

間を分ける必要があります。 
 区分支給限度額に余裕があり、介護保険で対応可能なサービスであった場合

でも、アセスメント上サービス提供を必要としないサービス（又は回数）につ

いては、自費サービスでの対応となりますので御留意ください。 

 
（６）利用者に対する見守り・声掛けについて 

 アセスメントの上で自立と認められる動作を行う利用者に対して、声掛けや

見守りを行うだけの時間は、身体介護にも生活援助にも該当しないため、算定

できません。 
自立生活支援の見守り的援助については、「訪問介護におけるサービス行為ご

との区分等について」（平成１２年３月１７日老計第１０号 最終改正；平成１

７年６月２９日老計発第 0629001号）別紙の１－６「自立支援、ADL向上の観
点から安全を確保しつつ常時介助できる状態で行う見守り等」に当たるかどう

か確認してください。算定にあたっては、個別具体的に判断する必要がありま

すので、担当のケアマネージャーと十分に連携を図ってください。 
ただし、掃除については、自立生活支援の見守り的援助での算定は原則認め

られません。（下介第５８２号 平成１７年７月４日） 
また、例えば、利用者と一緒に手助けしながら行う調理は自立生活支援のた

めの見守り的援助に該当し、特段の専門的配慮をもって行う調理（嚥下困難者
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のための流動食等の調理）は身体介護に該当するため算定する際にはサービス

提供票を含め、ケアプラン、訪問介護計画及びサービス提供記録等には身体介

護として記載されることになります。生活援助としての調理と混同しないよう、

事業所内でも周知を図ってください。また、いずれが該当するかはケアマネー

ジャーと連携を図ってください。 
 

（７）新規申請中・認定更新中の利用者に対するサービス提供について 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用に係る費用につき保険給付を

受けることができるのは、要介護認定を受けている被保険者に限られるため、

サービスの提供に際しては被保険者証によって被保険者資格、要介護認定の有

無及び要介護認定の有効期間を確かめる必要があります。 
よって、利用申込又は利用継続希望があった場合、要介護（要支援）認定の

新規申請や更新申請中のため要介護度が未確定な利用申込者又は利用者（以下、

「利用者」という。）については、当該利用者の受給資格等の確認が行えないこ

とから、自ら適切な指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供することが

困難な理由があるとしてサービス提供を行わないことが可能です。この場合、

当該利用者に係る居宅介護支援事業者への連絡、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所等の紹介その他必要な措置を行ってください。 
 また、認定調査の結果が要支援又は自立であった利用者に対し行ったサービ

スについては、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護には該当しないため、

認定開始日に遡って自費サービスとなります。自費利用の金額については、暫

定プランで見込まれた要介護度を目安とすることが適当と思われますが、特に

定めはなく、事業所による独自の設定で構いません。ただし、利用料の対価と

いう観点から、当該自費利用の金額と指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

を提供した際に受け取る利用料及び保険給付額の合計金額との間に不合理な差

額が生じないようにすべきと考えます。 
※他サービスにおいても同様です。 
※訪問介護「同居家族がいる場合の生活援助の相談票」の提出中（結果が送付

される前）や要介護認定中にサービス提供を行う場合は、自費利用になる可能

性があることについて事前に十分な説明を行ってください。  
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⑧ 【定期】総合マネジメント体制強化加算についての指導事項は？ 
 
総合マネジメント体制強化加算とは、市に算定の届け出をした事業所が、利

用者の生活全般に着目し、日頃から主治医や看護師等と適切に連携するための

体制構築に取り組んだ際の評価として、１月につき１，０００単位を所定単位

数に加算するものです。（※区分支給限度基準額管理の対象外） 
 

 当該加算を算定する場合には、以下の各号のいずれにも該当している必要が

あります。 

 

イ 利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、

計画作成責任者、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が共同し、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の見直しを行っていること。 

ロ 地域の病院、診療所、介護老人保健施設その他の関係施設に対し、事業

所が提供することのできる指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体

的な内容に関する情報提供を日常的に行っていること。 

 

 

実地指導での指摘事項 

【指摘事項】 

地域の病院の退院支援部門、診療所、介護老人保健施設その他の関係施設に

対する、事業所が提供可能なサービス内容等の日常的な情報提供について、営

業活動しか実施していない。 

【指導内容】 

当該加算については、定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスが地域に

開かれたサービスとなるよう、在宅復帰に関わる施設等に対し、在宅支援手段

の一つとして定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスについて周知し、地

域との連携を図る体制を評価するものである。 

したがって、病院、診療所等と連携を図るための日常的な情報提供等につい

ては、単なる営業活動のみでは、当該加算の趣旨に鑑み不十分であるため、当

該加算の趣旨を理解の上、適切な頻度で情報提供等を行い、その取組について

記録に残すこと。 

なお、当該記録については、サービス提供記録や業務日誌等、既存の記録で

確認出来れば差し支えない。 
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⑨ 通知集について 
 

（１）月途中の要支援認定区分変更時の予防訪問介護費の算定に係る取り扱い 

   について 

平成２８年度下関市介護保険サービス事業者集団指導《個別編》資料P１３掲

載資料の区分変更日を起算日として日割り算定を行うこととなっているが、区

分変更以前（又は以後）において実績のない場合の算定方法について、疑義が

生じたため、厚生労働省に確認した内容を「月途中の要支援認定区分変更にお

ける介護予防訪問介護費の算定に係る取り扱いについて（通知）」（平成２９年

３月２７日付け下介第５６５号）（別紙１）において通知しているところです。

内容について今一度御確認をお願いします。 
 

（２）医行為に該当するか否かの判断にかかる取扱いについて（通知） 

サービス提供時において訪問介護員が実施する行為が医行為に該当するか否

かの判断を求める質問が多く、その都度回答を行っていたため、訪問介護員が

実施する行為が医行為に該当するか否かの判断を行う際の下関市における取扱

いを検討し通知（平成２７年１１月９日付け下介第１９５２号）（別紙２）を発

出いたしました。訪問介護員が実施する行為が医行為に該当するか否かについ

ては、通知を確認した上で各事業所で判断をお願いします。 
 

（３）金銭管理について 

 「訪問介護員等による金銭管理について（通知）」（平成２０年９月１６日付

け下介第１３９２号）（別紙３）において通知しているところですが、訪問介護

員等が利用者の金銭を取り扱うことはトラブルに発展する危険性が高いことか

ら、日常品の買い物の援助の範囲を超える現金や通帳を取り扱う援助について

は介護保険給付の算定対象外としています。また、日常品の買い物の援助の範

囲内である場合においても、利用者に預かり証を交付する等の対応により、利

用者等から疑念を抱かれることがないように十分留意してください。 
 なお、金銭管理等が困難な利用者に対しては、地域福祉権利擁護事業や成年

後見制度等、公的な制度の利用を勧めてください。 
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（４）その他の通知について【平成２９年６月２０日現在】 

その他訪問介護等サービスの提供に関連する各種通知も適宜御確認ください。 
〔掲載場所は平成２８年度下関市介護保険サービス事業者集団指導《共通編》P５参照〕 

・訪問介護における掃除の算定等について（平成 17年 7月 4日） 
・「訪問介護における訪問介護員による散歩の同行に関する下関市ガイドライン」の送付に

ついて（平成 21年 6月 1日） 
・「通院等のための乗車又は降車の介助」の利用目的について（平成 23年 11月 1日）  
・指定（介護予防）訪問介護における院内介助の取扱いについて（平成 25年 9月 2日） 
・訪問介護における「通所介護の送り出し」等と通所介護の送迎の関係について 
・同居の家族等がいる場合の生活援助の提供範囲について (平成 27年 1月 19日) 
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下 介 第 ５ ６ ５ 号

平成２９年３月２７日

指定介護予防訪問介護事業所 管理者様 
指定居宅介護支援事業所 管理者様  
指定介護予防支援事業所 管理者様  
 
 

下関市福祉部介護保険課長 原 虎  男  
（ 公 印 省 略 ）  

   

月途中の要支援認定区分変更における介護予防訪問介護費の

算定に係る取り扱いについて（通知）  
 
平素は介護保険事業の適切な運営に御協力を賜り、厚く御礼申し

上げます。  
さて、標記の件につきまして疑義が生じ、厚生労働省に照会した

ところ、別紙のとおり回答がありました。  
事業者におかれましては、本内容を御理解いただき、平成２９年

４月１日以降サービス提供分の介護報酬の算定より、その取扱いに

遺漏のないよう、よろしく御願い申し上げます。 

 

 

 

 

下関市福祉部介護保険課事業者係

〒７５０－０００６

下関市南部町２１－１９

（下関商工会館４階）

TEL：０８３－２３１－１３７１
FAX：０８３－２３１－２７４３

別紙１ 
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月途中で要支援度が変更となり、当該変更後サービス利

用の実績がない場合の算定方法  
※平成２８年度下関市介護保険サービス事業者集団指導《個別編》３、６ P.13掲載資料参考 

 
月途中で区分変更（要支援１⇔要支援２）があった場合の報酬に

ついて  
 ≪参考≫  
・介護予防訪問介護については、月額定額報酬であり、月途中のサービ

ス開始（終了）であっても、日割り計算は行わない。  
・ただし、国事務連絡において規定する一定の事由に該当する場合にお

いては、日割り算定を行う。  
・日割り算定の事由の一つに、月途中で要支援度が変更となった場合に

は、日割り計算により、それぞれの単位数を算定する。  

以下の事例について  
【事例】月の途中で要支援１⇒要支援２に認定区分が変更となった

場合（要支援２のみ実績あり） 

 
 
【算定方法】（平成２９年３月１４日厚生労働省確認済）  
要支援度が変更となった日を起算日として、要支援２についての

み日割り算定をし、実績のなかった要支援１については算定しない。 
 
【主旨】  
要支援区分の変更となる前（後）のサービス利用の実績がない場

合において、区分変更日を起算日として、実績のあった要支援区分

にかかる日割り算定をし、実績がなかった要支援区分の報酬は算定

しない。  

月初 月末

要支援１ 要支援２

別 紙 
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下 介 第 １ ９ ５ ２ 号  
平成２７年１１月９日  

 
各指定（介護予防）訪問介護事業所 
各指定居宅介護支援事業所 
各指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 
各指定夜間対応型訪問介護事業所 
各指定介護予防支援事業所 

 
下関市福祉部介護保険課    
課長 五十嵐 修二   
（ 公 印 省 略 ）   

 
医行為に該当するか否かの判断にかかる取扱いについて（通知） 

 
 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
 平素より介護保険事業の適正な運営にご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 さて、本市においては、厚生労働省に対する照会結果に基づき、カテーテルを留置して

いる利用者の蓄尿バッグ内の尿の破棄については、細菌が発生し感染に至る可能性が高い

ことから、医師、看護師等の免許を有しない者が行うことは望ましくないと判断し、訪問

介護による実施は不可能であると指導しているところです。 
しかしながら、このたび、厚生労働省に対し再度照会を行ったところ、当該行為につい

ては、医行為と判断される可能性が高く、訪問介護員による実施は望ましくないものの、

主治の医師により、利用者の病状が安定しており、専門的な管理が必要ないと判断されて

いる場合であれば、個別判断により、医師、看護師等の免許を有しない者による対応も可

能であるとの回答を得ました。 
訪問介護員が実施する行為が医行為に該当するか否かの判断につきましては、これまで

個別の問い合わせに対してその都度検討し、回答してまいりましたが、上記回答を基に検

討した結果、その取扱いについては別紙のとおり整理することといたしましたので、お知

らせいたします。 
事業者の皆様におかれましては、別紙内容をご確認の上、適正に御対応いただきますよ

うお願い申し上げます。 
 

※介護予防訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護についても同様に取り扱

います。 

 
 
 

管理者 様 

下関市福祉部介護保険課事業者係 
〒７５０－０００６ 
下関市南部町２１－１９ 
（下関商工会館４階） 

TEL：０８３－２３１－１３７１ 
FAX：０８３－２３１－２７４３ 

別紙２ 
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平成２７年１１月９日  
        下関市福祉部介護保険課 

 
医行為に該当するか否かの判断にかかる取扱いについて（通知） 

 
 下関市において、訪問介護員が実施する行為が医行為に該当しないと判断される場合については、

以下のいずれかのとおりです。 
 
（１）「医師法第１７条、歯科医師法第１７条及び保健師助産師看護師法第３１条の解釈について」

（平成１７年７月２８日 老振発第０７２８００１号）において、原則として医行為ではないと

考えられる行為として挙げられている場合 
 〔（１）における留意事項〕 
  ・上記通知のとおり、利用者の容態により医行為と判断される場合がある。 
 
（２）利用者の病状が安定しており、専門的な管理が必要ないことから、主治の医師により、医行

為ではないと判断されている場合 
〔（２）における留意事項〕 
・安全性の観点から、医師、看護師等の免許を有する者による対応の可能性を十分検討するこ 
と。 

・主治の医師による指示を受けた場合であっても、明らかに医行為であるとみなされる行為（注

射等）及び専門的な判断や技術を要する行為の実施はできないこと。 
・主治の医師により医行為に該当しないと判断された行為を実施する場合についても、実施す 
る訪問介護員に対し、一定の研修や訓練が行われるよう努めること。 

・利用者の容態その他必要な情報の共有につき、主治の医師と緊密な連携を図ること。 
・主治の医師による判断について、介護支援専門員は支援経過記録等にその内容を記録するこ 
と。 

・主治の医師により医行為に該当しないと判断された行為を実施するに当たり、主治の医師や 
看護師等から受けた指示について、訪問介護事業者は訪問介護計画やその手順書等にその内 
容を記録すること。 

・主治の医師により医行為に該当しないと判断された行為については、身体介護として所要時 
間の算定を行うこと。 

 
主治の医師により医行為に該当しないと判断された行為を訪問介護事業者が実施する場合、事故

が発生した場合の取扱い及び責任の所在について、事前に明確にした上で、利用者及びその家族等

に十分な説明を行ってください。 
 なお、当該通知は、主治の医師により医行為に該当しないと判断された行為を訪問介護事業者が

実施することを強制するものではありません。 
 
※介護予防訪問介護事業者、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者、夜間対応型訪問介護事業者についても

同様に取り扱います。 
 

別紙 
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下 介 第 １ ３ ９ ２ 号 

平成２０年９月１６日 

 
 各指定訪問介護事業所管理者 様 
 

下関市福祉部介護保険課長   
 

   訪問介護員等による金銭管理について（通知） 
 
平素から本市介護保険事業の円滑な運営にご理解ご協力をいただき厚く御礼

申し上げます。 
 標記の件について、従前より、金銭管理等が困難な利用者に対しては、地域

福祉権利擁護事業や成年後見制度の活用により対応していただくようお願いし

ておりますが、このところ、訪問介護員等が金銭管理を行うことに起因しトラ

ブルが発生した事案が多数報告されております。 
つきましては、各事業所においてサービス利用者の信頼を裏切ることのない

よう、下記の点に十分留意し適正な事業運営を図ってください。 
 

記 
 
１ 管理者等は、訪問介護サービスが利用者等の信頼の上に成り立っているこ

と、また介護保険の事業所が社会的に大きな責任を担っていることを再認識

し、金銭トラブルが生じないよう適時、的確な相談や指導を行うこと。 
２ 訪問介護サービスの大部分は高齢者の居宅で単独の訪問介護員によって提

供されるものであることから、不要な金銭管理を行うことによって、利用者

等から疑念を抱かれることがないように十分留意すること。 
３ 訪問介護サービスとして行うことのできる日常品等の買い物の援助は、食

料品など、利用者が日常生活を送る上で必要な範囲に限られており、その範

囲を超える現金や通帳を預かることはできないものであること。 
４ 金銭管理等が困難な利用者に対しては、地域福祉権利擁護事業や成年後見

制度等、公的な制度の利用を勧めること。なお詳細については、市、地域包括

支援センターまたは社会福祉協議会に相談すること。 
 
 

 

 

 

【問い合わせ先】 
〒750-8521 下関市南部町１－１ 
下関市福祉部介護保険課 給付係 

担当：東矢、藤井 
TEL ０８３－２３１－１３７１ 

別紙３ 
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介護予防・日常生活支援総合事業の指定申請の手続きについて 
 
介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）のサービス提供に当たっては、

次の表のように指定事業所の指定申請の手続きが必要です。 

区 分 

総合事業指定申請の必要性（平成３０年度当初から事業を開始する場合） 

○訪問型サービス  

予防給付型 

○通所型サービス  

予防給付型 

○訪問型サービス 

生活維持型 

○通所型サービス 

生活維持型、運動特化型 

短時間運動特化型、短期集中型 

みなし指定事業者 

（平成27年3月31

日までに指定※を受

けた事業者） 

H30.2.28までに更新申請 

（H30.3.31までのみなし指定の

更新） 

新規申請（随時） 

平成27年4月1日以

降に指定※を受けた

事業者 

新規申請（随時） 新規申請（随時） 

※介護予防訪問介護又は介護予防通所介護に係る指定介護予防サービス事業所の指定をいう。 

    

１ 指定申請の手続きについて   

新規申請にあたり次の書類の提出が必要です。（更新の申請の場合も同様です。） 

１．下関市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業所（指定・指定の更新）申請書（様式第１

号）及びそれぞれの事業に応じた付表 

２．申請に係る事業に係る第１号事業支給費の請求に関する事項 

３．従業者の勤務の体制及び勤務形態 

４．誓約書 

５．定款、寄付行為等及びその登記事項証明書又は条例等   

６．付近の案内図又は地図 

７．建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示すること。）並びに設備の概要 

８．管理者の経歴を記載した書類 

９．運営規程 

10．利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

11．申請に係る事業に係る資産の状況   

12．役員の氏名、生年月日及び住所を記載した書類 

13．事業所の所在地以外の場所に事業の一部を行う拠点を有するときは、当該拠点の名称及び所

在地を記載した書類 

14．事業所の外観及び指定基準の要件となっている設備等の写真 

  

※みなし指定事業者は、有効期限が平成３０年３月３１日までのみなし指定の更新が必要に

なります。 

平成３０年２月２８日までに更新申請してください。 

なお、指定の更新申請にあたり、届出事項に変更がないときは書類の省略が可能となります。 

この場合は、次の書類をご提出ください。 

 

１．下関市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業所（指定・指定の更新）申請書（様式１号）

及びそれぞれの事業に応じた付表 

２．申請に係る事業に係る第１号事業支給費の請求に関する事項 

３．従業者の勤務の体制及び勤務形態 

４．誓約書 



平成２９年度下関市介護保険サービス事業者集団指導《個別編》３、７ 

（訪問介護、介護予防訪問介護、訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護、 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護） 

30 

２ 申請窓口等について   

下関市における総合事業に係る事業者指定は、下関市が行います。 

申請窓口は、長寿支援課支援係です。なお、指定居宅サービス事業者等が同一の事業所で一体

的に運営するものとして、当該指定居宅サービス事業者等の指定（指定の更新）の申請と総合事

業の指定事業者の指定（指定の更新）の申請を同時に行う場合は、これらの申請書類を、併せて

介護保険課事業者係に提出してください。 

【参考】平成３０年度の指定申請窓口 

提供するサービス 必要な事業者指定 申請(提出)窓口 

①介護給付 訪問(通所)介護 等 指定居宅サービス事業者等の指定 介護保険課事業者係  

②総合事業 予防給付型 等 総合事業の指定事業者の指定 長寿支援課支援係 

③ ①介護給付＋②総合事業(一体的運営) 
の場合で②総合事業のみ申請 

（①の指定は受けているとき） 
長寿支援課支援係 

④ ①介護給付＋②総合事業(一体的運営) の場合で同時申請するとき 介護保険課事業者係 

※これらの指定申請書の提出期限は、介護保険サービス事業者の指定申請と同様、指定予定月の前々

月末日となります。 

 

３ 手数料について 

みなし指定事業者は、今回の指定の更新にあたる手数料は不要です。 

総合事業の指定事業者の指定に関し、同一の事業所において一体的に運営する指定居宅サービ

ス事業者等の指定（指定の更新）の申請と同時に総合事業の指定事業者の指定（指定の更新）の

申請をする場合を除き、手数料が必要となります。指定居宅サービス事業者等の指定の更新の際

に、総合事業の指定有効期間の短縮の申出を行なうことで、同時申請とすることについて、ご検

討いただきますようお願いいたします。 

 

４ 指定申請書の作成について 

下関市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者（指定・指定の更新）申請書（様式第１号）

及びそれぞれの事業に応じた付表の作成上の注意点について、次頁から各表にまとめましたので、

申請書の作成の際はご留意ください。 

 

資料の問合せ先：下関市南部町１番１号 下関市福祉部長寿支援課 支援係（新館２階２番窓口） 

                     TEL：083-231-1340    FAX：083-231-1948 
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様式第１号（第２条関係）
　　 　年　　月　　日

　（宛先）下関市長

申請者

㊞

　（　　　　　　　　　　　　　　）
　（　　　　　　　　　　　　　　）

指定
指定の更新

を

の規定により、関係書類を添えて申請します。

        ふりがな

職・氏  名
生年月日

ふりがな

名    称

実施事業

○

実施事業

○

注１　「代表者」欄は、指定を受けようとする法人の代表者の職氏名、生年月日及び住所を記入すること。　
　 ２　「実施事業」欄は、今回申請するもの及び既に指定を受けているものに○を記入すること。
　 ３　「現に受けている指定の有効期間満了日」欄は、指定の更新の申請の場合に記入すること。
　 ４　訪問型サービスの指定を受けようとするときは付表１を、通所型サービスの指定を受けようとする
　　　 ときは付表２を添付すること。
　 ５　他の市町村で指定事業者の指定を受けている場合は、当該指定書の写しを添付すること。

住    所

所在地

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

 　　　年　　月　　日

第１号事業

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

〒

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

通所介護

地域密着型通所介護

指定した都道府県又は市名介護保険事業所番号

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

H２７ 年　４月　１日

事
業
所 電話（　　　　　　　　　　　　　）

ＦＡＸ（　　　　　　　　　　　　　）

運動特化型

短時間運動特化型

短期集中型

第１号訪問事業
(訪問型サービス)

予防給付型

生活維持型

事業開始予定年月日 直近の指定年月日

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

 H３０年　４月　１日

第１号通所事業
(通所型サービス)

　　居宅サービス事業
　　地域密着型サービス事業
　　介護予防サービス事業

指定（更新）を受けようとする事業の種類

同一所在地において一体的に行う事業の種類

介護予防訪問介護

介護予防通所介護

生活維持型

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

訪問介護

　　　 年　　月　　日 　　　 年　　月　　日

現に受けている指定の有効期間満了日 　　　 年　　月　　日

受けたいので、
介護保険法第１１５条の４５の５第１項
介護保険法第１１５条の４５の６第４項において準用する同法第１１５条の４５の５第１項

予防給付型

代
表
者

〒

指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業

第１号事業の介護保険事業所番号

事業開始予定年月日 直近の指定年月日

　　　 年　　月　　日

　　　 年　　月　　日

　次のとおり第１号事業に係る介護予防・日常生活支援総合事業の指定事業者の

電 話

下関市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者（指定・指定の更新）申請書

ふ り が な

名 称

代表者の氏名

郵 便 番 号

の 所 在 地
主 た る事 務所

F A X

新規申請の場合は４５の５第１項
更新申請の場合は４５の６第４項

において・・・に○をご記入ください。

代表者の氏名は法人の代表者を

ご記入ください。

また印鑑は法人の代表者印を押

印してください。

代表者の住所・職・氏名は役員名

簿などに記載する住所・職・氏名

をご記入ください。

実際に第１号訪問事業及び通所

事業を実施する事業所の所在地・

名称をご記入ください。

実施事業に○をご記入ください。

また事業開始予定年月日をご記

入ください。

※直近の指定年月日は平成３０

年の申請時点では記入不要です。

実施事業に○をご記入ください。

また直近の指定年月日をご記入

ください。

※事業開始予定年月日は新規申

請以外は記入不要です。

事業所番号をご記入ください。

（訪問介護・通所介護・地域密着

型通所介護・介護予防訪問介護・

介護予防通所介護のうち指定を

受けているもの）

事業所番号をご記入ください。

（介護予防訪問介護・介護予防通

所介護と同一の番号）

※第１号事業のみの申請の場合

は記入不要です。
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付表１

ふりがな

氏    名
生年月日

住    所

ふりがな

氏    名
生年月日

住    所

ふりがな

氏    名
生年月日

専従 兼務 専従 兼務

人 人 人 人

人 人 人 人

平日

備考

注１　この付表は、指定を受けようとする事業の種類ごとに作成すること。

　 ５　指定の更新の申請の場合において、「利用者の推定数」欄は、前３月の平均利用者数を記入する
 　　　こと。

法定代理受領分(１割・２割負担分)

法定代理受領分以外

通常の事業実施地域

　 ３　「兼務の概要」欄は、管理者が兼務する場合にのみ記入すること。

　 ２　記入欄が不足する場合は、適宜、欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付すること。

従　　事　　者

～ ～

その他の費用

従業者の員数

職　　　　　　　種

主
な
掲
示
事
項

営　業　日

営業時間

利　用　料

事業所の名称

 　　　年　　月　　日

兼務する職種申請に係る事業所で兼務する場合

兼務の概要

管
理
者

〒

住    所

 　　　と。

 　　　年　　月　　日

 　　　年　　月　　日

兼務する職種

同一敷地内の他の事業所等で兼務す
る場合

事業所等の名称

責
任
者

利用者の推定数

訪問介護員等

訪問型サービスの指定事業所の指定（更新）に係る記載事項

指定を受けようとする事業の種類 第１号訪問事業（訪問型サービス） （ ） 型

人

人

常勤換算後の員数
常　　勤

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

非常勤

　 ６　「主な掲示事項」欄については、本欄の記載を省略し、別添資料として添付してもよいこと。

　 ４　「責任者」欄は、サービス事業責任者又は訪問事業責任者の住所、氏名、生年月日を記入するこ

事業の種類（予防給付型・生活

維持型）をご記入ください。

管理者の経歴書に記載する内容と

同一の内容をご記入ください。

また訪問介護員等兼務する職種が

ある場合はご記入ください。

訪問管理責任者の住所・氏名をご記

入ください。責任者が複数居る場合

は人数分ご記入ください。

利用者の推定数をご記入ください。

（予定人数でご記入ください）

従業者の員数は勤務体制表と同一

の内容をご記入ください。

下関市全域など実施地域をご記

入ください。

交通費（実施地域以外）をご記入く

ださい。
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付表２

住    所

ふりがな

氏    名
生年月日

人

人

人

専従 兼務 専従 兼務

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

注１　この付表及び付表別紙は、指定を受けようとする事業の種類ごとに作成すること。
　 ２　記入欄が不足する場合は、適宜、欄を設けて記載、又は別葉に記載した書類を添付すること。
　 ３　「兼務の概要」欄は、管理者が兼務する場合にのみ記入すること。
　 ４　従業者の員数は、合計数を記入すること。

　 　 ５　「主な掲示事項」欄については、本欄の記載を省略し、別添資料として添付してもよいこと。
　 ６　当該通所型サービス以外のサービスを実施する場合には、当該通所型サービス部分とそれ以外
　　　 のサービス部分の料金の状況が分かるような料金表を提出すること。

事業所の名称

管
理
者

 　　　年　　月　　日

兼務の概要

申請に係る事業所で兼務する場合 兼務する職種

指定を受けようとする事業の種類 第１号通所事業（通所型サービス） （ ） 型

同一敷地内の他の事業所等で兼務す
る場合

事業所等の名称

兼務する職種

１単位目

２単位目

食堂及び機能訓練室の合計面積又はサービスを提供するために必要な場所の面積 ㎡

３単位目

従業者の員数

職　　　　　　　種
常　　勤 非常勤

看　　護　　職　　員

介護職員又は従事者

機能訓練指導員等

事業の実施単位数 　　　　　　　　単位 単位ごとの定員

生　活　相　談　員

主
な
掲
示
事
項

営　業　日 付表2別紙の単位ごとの営業日による。

営業時間
付表2別紙の単位ごとのサービス提供時間（送迎時間を除く。）による。

利　用　料

その他の費用

法定代理受領分(１割・２割負担分)

法定代理受領分以外

　（①　　：　　～　　：　　　②　　：　　～　　：　　　③　　：　　～　　：　　　）

利用定員 　　　　　　　　人　（単位ごとの定員：①　　　人　②　　　人　③　　　人）

通所型サービスの指定事業所の指定（更新）に係る記載事項

通常の事業実施地域

管理者の経歴書に記載する内容と同

一の内容をご記入ください。

また機能訓練指導員等兼務する職種

がある場合はご記入ください。

事業の種類（予防給付型・生活

維持型等）をご記入ください。

事業の実施単位数をご記入くだ

さい。

また単位ごとの定員をご記入く

ださい。

従業者の員数は勤務体制表と同

一の内容をご記入ください。

食費・オムツ代等をご記入くださ

い。

下関市全域など実施地域をご記

入ください。
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付表２別紙

専従 兼務 専従 兼務

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

専従 兼務 専従 兼務

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

専従 兼務 専従 兼務

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

事業所の名称

単位ごとの従業者の員数

食堂及び機能訓練室の合計面積又はサービスを提供するために必要な場所の面積

　
単
位
目

単位ごとのサービス提供時間

非常勤

生　活　相　談　員

看　　護　　職　　員

介護職員又は従事者

機能訓練指導員等

単位ごとのサービス提供時間
　　：　　　～　　　：

（送迎時間を除く。）

職　　　　　　　種
常　　勤 非常勤

生　活　相　談　員

看　　護　　職　　員

（送迎時間を除く。）
　　：　　　～　　　：

機能訓練指導員等

食堂及び機能訓練室の合計面積又はサービスを提供するために必要な場所の面積

介護職員又は従事者

㎡

単位ごとの営業日

　　：　　　～　　　：
（送迎時間を除く。）

単位ごとの従業者の員数

職　　　　　　　種
常　　勤 非常勤

生　活　相　談　員

看　　護　　職　　員

介護職員又は従事者

通所型サービスの指定事業者の指定（更新）に係る記載事項

単位ごとの定員 　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

　
単
位
目

　
単
位
目

単位ごとの従業者の員数

㎡

単位ごとの営業日

単位ごとの定員 　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

職　　　　　　　種
常　　勤

単位ごとの定員 　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

機能訓練指導員等

食堂及び機能訓練室の合計面積又はサービスを提供するために必要な場所の面積 ㎡

単位ごとの営業日

単位ごとのサービス提供時間

実施単位が２単位以上の場合

にご記入ください。
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付表３

所在地

ふりがな

名    称

注１　この付表は、指定を受けようとする事業の種類ごとに作成すること。
　 ２　記入欄が不足する場合は、別葉に記載した書類を添付すること。
　 ３　「主な掲示事項」欄については、本欄の記載を省略し、別添資料として添付してもよいこと。
　 ４　「利用定員」欄は、通所型サービスを提供する場合に記入すること。

利　用　料

第１号事業を事業所所在地以外の場所で一部実施する場合の記載事項

事
業
所

電話（　　　　　　　　　　　　　）
ＦＡＸ（　　　　　　　　　　　　　）

主
な
掲
示
事
項

営　業　日

営業時間

その他の費用

通常の事業実施地域

法定代理受領分(１割・２割負担分)

法定代理受領分以外

利用定員

事業所所在地以外の場所で一

部実施する場合にご記入くださ

い。


